
※欄は記入不要です。

(※受付 　　　年　　月　　日 ／ 郵 ・ 来 ・ E-Mail ・ FAX ) No.

〒　　　　　　　　　　　　TEL(　　　　　　　)－(　　　　　　　)－(　　　　　　　)

〒　　　　　　　　　　　　TEL(　　　　　　　)－(　　　　　　　)－(　　　　　　　)

 2.自由応募
大学卒

名

平成

月　　　　　日

※印本学進路就職課記入 尚絅学院大学

栄養士 求　人　申　込　書

求
人
先

ふ　り　が　な 資
本
金

払
込
済

億 万円

設
立

 明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平　　　 年　　 月
系
列社 名

株
式

プ ラ イ ム　・ス タ ンダー ド
グ ロ ー ス 　・　非 上 場

代
表
者

担
当
者

人
事

役職名
本 社
所 在 地 年

商 億 万円

書
類
提
出
先

〒

名 名

事 業 内 容
支　店　従　業　員　数

Ｔ
Ｅ
Ｌ

　　　　　　　　　　市外局番(　　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　-           　　　　   　   番　　内線(　　　　　　　　　　　)男　　　　　名 ・ 女　　　　　名

従
業
員

総数 名
支 店 ・ 工 場
営 業 所

内大卒 内本学卒

　　　　　　　 　　 職種別
区分

 　　　　 名 E-mail 基　本　給 円 円

採
用
条
件

応 募 方 法

  1.学校推薦
  希望人数

採
用
人
数

U R L

初
任
給

職 種
( 具 体 的 に )

採 用 形 態 正規職員・嘱託職員・臨時職員・その他 勤務予定地 手当 円 円

計 円 円

手当 円 円

手当 円 円

勤 務 時 間
平日 AM　　時　　分～PM　　時　　分

そ
の
他
の
条
件

年
　　　　　　　　 　　　　　月

休 日 既　　　　卒
加入保険 健　　康    ・    厚　　生    ・    雇　　用    ・    労　　災

現　行 ・ 見　込 現　行 ・ 見　込
土曜 AM　　時　　分～PM　　時　　分

通　　勤　　費 金　額 円迄

年次有給休暇　　　　　日
完全週休2日制 (　　曜日 ・　　曜日)
隔週休2日制 (月　　 回土曜休み)
その他(　　　　　　　　　　　　　　)

賞   与   年　　　　　　  回　計約　　　   　　　　ヵ月
(前年実績)

昇   給   年　　　　　　  回　　　　    　　円
(前年実績)　　　　　　　　　　　     　　　％

労働組合 有　・　無

採
用
試
験

※
学 内
〆 切 日

　　　　　　／ 　　　　　　／ 携 行 品
提出書類

   1. 履歴書(写真添付)
   2. 成績証明書　　3. 卒業見込証明書
   4. その他( 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　  )

可
昭和

年3月卒迄 ・ 不問　 不　　可 寮 有　・　無

   1. 学校送付　　　　　 　 2. 本人持参　 　　　　　3. 本人郵送

応 募 書 類
会 社 〆 切 日

　　　　　　／ 　　　　　　／
会社訪問    電話予約   ・   直接歓迎   ・   不可

会 社
説 明 会

有 ・ 無 場所

筆 記 具

印　　鑑

そ の 他

※
就 職 課
書 類 提 出

　　　　　月　　　日　　　時　　　迄 　　　　　月　　　日　　　時　　　迄
提出方法

　　月 　　   日(    　 )
　　時 　　　 分   ～

選 考 方 法 書類選考・筆記(適性検査・一般常識・専門知識・作文・小論文)・面接・健康診断
〔備考〕

試 験 日 時 　　　　　　／　　　　　　時　　　分 　　　　　　／　　　　　　時　　　分

場 所



記　号 大　分　類 業種No. 中　分　類

A 農業、林業 01 農業、林業

B 漁業 03 漁業、水産養殖業

C 鉱業、採石業、砂利採取業 04 鉱業、採石業、砂利採取業

D 建設業 05 建設業

06 食料品・飲料・たばこ・飼料製造業

07 繊維工業

09 印刷・同関連業

10 化学工業、石油・石炭製品製造業

12 鉄鋼業、非鉄金属・金属製品製造業

13 はん用・生産用・業務用機械器具製造業

14 電子部品・デバイス・電子回路製造業

16 電気・情報通信機器具製造業

17 輸送用機械器具製造業

19 その他の製造業

F 電気・ガス・熱供給・水道業 20 電気・ガス・熱供給水道業

G 情報通信業 22 情報通信業

H 運輸業、郵便業 21 運輸業、郵便業

23 卸売業

24 小売業

25 金融業

27 保険業

29 不動産取引・賃貸・管理業

28 物品賃貸業

26 学術・開発研究機関

31 法務

36 その他の専門・技術サービス業

M 宿泊業、飲食サービス業 37 宿泊業、飲食サービス業

N 生活関連サービス業、娯楽業 38 生活関連サービス業、娯楽業

32 学校教育

39 その他の教育、学習支援業

30 医療業、保健衛生

34 社会保険・社会福祉・介護事業

Q 複合サービス事業 02 郵便局・郵便局委託事業・協同組合

33 宗教

35 その他のサービス業

国家公務

地方公務

上記以外のもの 他

※該当する　　　　枠内の業種No.を選択し、表面の業種No.記入欄に記入してください。

70

E 製造業

I 卸売・小売業

J

R

S

金融、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

教育、学習支援業

医療、福祉

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されないもの)

K

L

O

P

尚絅学院大学　作業別分類コード一覧



　

　

年

　 a

　 b

　 a

　 b

　 a
　

　 b

　 c 是正してから６カ月が経過していない。

　 a

　 b

※男女雇用機会均等法第30条または育児・介護休業法第56条の２の規定による。

　 a

　 b

是正してから６カ月が経過していない。

３．項目１及び項目２共通

（１）求人不受理期間中に再度同一の対象条項違反により、
　　　①労働基準監督署による是正勧告、
　　　②雇用均等室による助言や指導、勧告を受けており、その後、

当該違反行為を是正していない。

是正してから６カ月が経過していない。

代表者名

チェックシート

１．労働基準法及び最低賃金法関係

自己申告書

私どもは、この求人申込みの時点において、ハローワークにおける求人不受理の対象
となる求人不受理の対象のいずれにも該当いたしません。

事業所名

事業所所在地

令和　　　年　　　月　　　日

対象条項など、求人不受理制度の内容について厚生労働省のリーフレット『労働関係法令
違反があった事業所の新卒求人は受け付けません！』（LL281226派若01）により確認
し、理解しました。

以下の求人不受理の対象に該当する場合は、チェック欄にレ点（「✔」）を記入してください。
なお、以下の違反行為のうち１つでも該当する場合は、ハローワークにおける求人不受理の対象とな
ります。

送検後１年が経過していない。

２．男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法関係

（１）対象条項違反の是正を求める勧告に従わず、
　　　企業名が公表(※)され、

当該違反行為を是正していない。

（１）過去１年間に２回以上同一の対象条項違反行為により、
　　　労働基準監督署から是正勧告を受け、

当該違反行為を是正していない。

是正してから６カ月が経過していない。

（２）違法な長時間労働を繰り返している企業として企業名が公表され、

当該違反行為を是正していない。

是正してから６カ月が経過していない。

（３）対象条項違反行為に係る事件が送検かつ公表され

当該違反行為を是正していない。

㊞





年 月 日

③

※

①

②

③

④

⑤

　
職

①

②

③

④

人

人

3年度前

3年度前

社内検定等の制度の有無及びその内容

前事業年度の月平均所定外労働時間

前事業年度の有給休暇の平均取得日数

人 人

前年度 2年度前

2年度前 3年度前

前年度

人

人

人

／
前事業年度の育児休業取得者数／出産者数

※海外支店等に勤務している労働者については除外した情報となります

／人

前年度

女性

人

人
3年度前

年

歳

2年度前

2年度前

【　　　　　　　　　　】に関する情報

3年度前

青少年雇用情報シート（企業全体での【　正社員 ／ 正社員以外　】に関する情報です）

役員

％

管理職
／ 人

男性

人

人 人 人 人

事業所名

／ 人

男性

①

②

直近３事業年度の新卒者等の採用者数

直近３事業年度の新卒者等の離職者数

直近３事業年度の新卒者等の採用者数（男性）

直近３事業年度の新卒者等の採用者数（女性）

企業全体の情報

2年度前

人

3年度前

人

１　募集・採用に関する情報

前年度

人 人

3年度前前年度

前年度

人 人 人 人

企業全体の情報 【　　　　　　　　　　】に関する情報

人
2年度前

前年度 2年度前

3年度前

人

％

３　職場への定着の促進に関する取組の実施状況

時間

平均継続勤務年数

従業員の平均年齢
（参考値として、可能であれば記載してください。）

研修の有無及びその内容

自己啓発支援の有無及びその内容

年

歳

２　職業能力の開発及び向上に関する取組の実施状況

時間

日 日

役員及び管理的地位にある者に占める女性の割合

女性

メンター制度の有無

キャリアコンサルティング制度の有無及びその内容

人

雇用保険適用事業所番号

※　④については、雇用形態に関わらず企業全体における割合を示しています。

記入日： 令和求人番号

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

前年度 2年度前


